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５ 運輸関係
(1)トラック事業等

実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①トラック事業の営 経済実態等、道路状況等に対応して、平成10年度に営業区 措置済 ― ― 5(1)① 運輸省
業区域規制 域を経済ブロック単位に拡大する。 11年３月

17日

②トラック事業の最 最低車両台数規制については、平成12年度までに全国一律 一部措置 一部措置 12年度逐 5(1)② 運輸省

低車両台数規制 ５台となるよう段階的に引き下げていく。 済 済 次実施
11年３月 12年３月 （全国一

17日 ７日 律５台と

（10台の （千葉市 する）

地区につ 及び広島

いて７台 市につい
に引き下 て５台に

げる） 引き下げ

る）

③トラック事業の運 (a) 運賃・料金の届出に当たり、原価計算書の添付を不要と 措置済 ― ― 5(1)③ 運輸省
賃・料金規制 する範囲を平成10年度中に拡大(上下20％)する。 11年３月 (a)

26日

(b) 原価計算書の添付の廃止、事後届出制その他のより自由 12年度末 原価計算書の添 5(1)③ 運輸省

な運賃・料金規制にする方向で検討し、その検討結果を踏 目途 付義務の廃止時 (b)
まえ必要な措置を講ずる。 （結論） 期を含め、引き

続き検討する。
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

④貨物運送取扱事業 (a) 自動車に係る貨物運送取扱事業の運賃・料金の届出につ 措置済 ― ― 5(1)④ 運輸省
の運賃・料金規制 いて、貨物自動車運送事業と対応する形で原価計算書の添 11年３月

付義務を緩和する。 26日

(b) 貨物運送取扱事業の運賃・料金の事前届出制について、 12年度末 新規 運輸省

原価計算書の添付の廃止、事後届出制その他のより自由な 目途
運賃・料金規制にする方向で検討し、その検討結果を踏ま （結論）

え必要な措置を講ずる。

⑤分割不可能貨物を 分割不可能貨物を輸送する基準緩和車両の回送時における 10年度 11年度 12年度 5(1)⑤ 運輸省

輸送する基準緩和 関係法令の基準内の輸送に関する規制緩和等については、関 （検討） （検討） （一定の
車両等の輸送規制 係法令の基準内の輸送が厳に遵守されることが前提となるた 結論）

め、平成９年10月の基準緩和の認定に係る審査の強化等の効

果を見極めつつ、安全性の確保について引き続き検討し、一

定の結論を得る。

⑥特別積合せ貨物運 (a) 許可等の権限について、運輸大臣から地方運輸局長への 措置済 ― ― 運輸省令 5(1)⑥ 運輸省

送に係る規制 委任の範囲を拡大する。 10年６月 (a)

19日

(b) 営業所を移転する場合の事業計画変更認可について、同 措置済 ― ― 5(1)⑥ 運輸省

一市町村内での移転の場合であって運行系統の軽微な変更 10年６月 (b)

であるときには、変更認可を不要とする。 23日

(c) 運行系統の新設・変更等のための事業計画の変更申請書 措置済 ― ― 5(1)⑥ 運輸省

類の提出部数の削減のための措置を講ずる。 10年６月 (c)

23日

⑦車両の保管場所と 沖縄県におけるトラック事業用車両の保管場所と営業所と 措置済 ― ― 運輸省告示 5(1)⑦ 運輸省
営業所の距離 の距離の規制を緩和する。 10年６月

19日
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

⑧貨物自動車運送事 (a) 一般貨物自動車運送事業と鉄道に係る第二種利用運送事 措置済 ― ― 運輸省令 5(1)⑧ 運輸省
業と貨物運送取扱 業を兼業している場合は、営業所の名称及び位置の変更等 11年３月 (a)

事業を兼業してい に係る事業計画の変更の認可及び届出、集配事業計画の変 31日

る場合の届出等 更の認可及び届出の陸運支局への一元化した提出を認める

。

(b) 一般貨物自動車運送事業と自動車に係る貨物運送取扱事 措置済 ― ― 運輸省令 5(1)⑧ 運輸省

業を兼業している場合は、営業所の名称及び位置の変更等 11年３月 (b)

に係る事業計画の変更の認可及び届出等の陸運支局への一 31日

元化した提出を認める。

⑩第二種利用運送事 第二種利用運送事業の許可申請手続の簡素化について検討 12年度 新規 運輸省

業の許可申請手続 する。 （検討）

⑪自動車運送事業の 現在１年に１回受講することとなっている自動車運送事業 12年度 新規 運輸省
運行管理者研修制 の運行管理者に対する研修について、平成11年６月の運輸技 （結論） （5(2)⑩及

度 術審議会答申を踏まえ、安全の確保を図りつつ緩和する方向 び15(2)⑯

で検討する。 に再掲）
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(2) バス事業・タクシー事業等

実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①貸切バス事業の需 貸切バス事業に係る需給調整規制について、運輸政策審議 法案提出 措置済 道路運送法の一 5(2)① 運輸省
給調整規制 会の答申に基づき、安全の確保、消費者保護等の措置を確立 済 12年２月 部を改正する法

した上で、平成11年度に廃止する。 １日 律

②貸切バス事業の事 事業区域を平成11年度までに都府県単位に統合する。 措置済 ― ― 地方運輸局公示 5(2)② 運輸省
業区域規制 10年６月

１日

③貸切バス事業に係 需給調整規制の廃止に併せて、運輸政策審議会の答申に基 法案提出 措置済 道路運送法の一 5(2)③ 運輸省

る運賃・料金規制 づき、事前届出制等に移行する。 済 12年２月 部を改正する法 （16①・に
１日 律 再掲）

④乗合バス事業に係 乗合バス事業に係る需給調整規制の廃止について、運輸政 法案提出 第 147回国会に 5(2)④ 運輸省

る需給調整規制 策審議会の答申を平成11年４月上旬に得る。これに基づき、 済 道路運送法等の
生活路線の維持方策の確立を前提に、遅くとも13年度までに 一部を改正する

需給調整規制を廃止する。 法律案を提出

⑤乗合バス事業の運 需給調整規制の廃止と併せ、運輸政策審議会で上限価格制 法案提出 第 147回国会に 5(2)⑤ 運輸省

賃・料金規制 を検討の上、その答申に基づき措置する。 済 道路運送法等の （16①・に
一部を改正する 再掲）

法律案を提出
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

⑥タクシー事業に係 タクシー事業に係る需給調整規制の廃止について、運輸政 法案提出 第 147回国会に 5(2)⑥ 運輸省
る需給調整規制 策審議会の答申を平成11年４月上旬に得る。これに基づき、 済 道路運送法等の

安全の確保、消費者保護等の措置を確立した上で、遅くとも 一部を改正する

平成13年度までに需給調整規制を廃止することとし、可能な 法律案を提出

限りその前倒しを図る。

⑦タクシー事業に係 需給調整規制の廃止の検討と並行して、速やかに上限価格 法案提出 第 147回国会に 5(2)⑦ 運輸省

る運賃・料金規制 制を検討の上、運輸政策審議会の答申に基づき遅くとも平成 済 道路運送法等の （16①・に

13年度までに措置することとし、可能な限りその前倒しを図 一部を改正する 再掲）

る。 法律案を提出

⑧タクシー事業に係 需給調整基準等のさらなる緩和について検討する。 措置済 ― ― 需給調整基準の 5(2)⑧ 運輸省

る需給調整基準等 10年６月 緩和を実施

22日

⑨タクシー事業の事 事業区域を統合・拡大し、平成11年度までに事業区域数 措置済 ― ― 地方運輸局公示 5(2)⑨ 運輸省

業区域規制 （８年度1,911 ）をほぼ半減させる。 10年10月

15日

⑩自動車運送事業の 現在１年に１回受講することとなっている自動車運送事業 12年度 新規 運輸省
運行管理者研修制 の運行管理者に対する研修について、平成11年６月の運輸技 （結論） （5(1)⑪の

度 術審議会答申を踏まえ、安全の確保を図りつつ緩和する方向 再掲）

で検討する。
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(3) 自動車の登録・検査

実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①自動車検査証の有 トラック等の自動車検査証の有効期間の見直しについて 法案提出 11年６月 12年５月 道路運送車両法 5(3)① 運輸省
効期間 は、運輸技術審議会答申「安全と環境に配慮した今後の自動 済 （公布） １日 の一部を改正す

車交通政策のあり方について（第一次答申）」（平成10年12 （施行） る法律

月10日）を踏まえ、車両総重量８トン未満のトラック及び乗

用車のレンタカーについて初回のみ現行の１年を２年に延長

する。

②完成検査終了証の 新車の完成検査終了証の有効期間について、６か月を９か 措置済 ― ― 運輸省令 5(3)② 運輸省

有効期間 月に延長する。 10年５月

27日

③分解整備検査 原動機、かじ取り装置、制動装置など、自動車の重要保安 措置済 ― ― 道路運送車両法 5(3)③ 運輸省

装置の分解整備を行った場合の分解整備検査を廃止する。 10年11月 の一部を改正す

24日 る法律

④封印取付業務の委 業務の範囲を限定して委託している自動車登録番号標の封 10年度 措置済 ― 5(3)④ 運輸省
託範囲 印取付け業務の委託範囲の拡大等について、関係者の意見を （検討） 11年８月

踏まえつつ検討を進め、その検討結果を踏まえ所要の措置を １日

講ずる。

⑤自動車の登録に関 自動車の登録に関する申請書の電子化を行うなど、登録手 11年度 12年度 12年度におい 5(3)⑤ 運輸省
する申請書の電子 続の簡素化、負担軽減のための方策について検討を進め、そ （検討） （一部実 て、ＦＤ（フレ

化 の検討結果を踏まえ所要の措置を講ずる。 施） キシブル・ディ

スク）による申

請の試行を一部
地域で開始する

ほか、引き続き

検討を行う。

（3(6)(d)参

照）
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

⑥自動車の定期点検 自動車の定期点検の見直しについては、運輸技術審議会答 法案提出 12年５月 道路運送車両法 5(3)⑥ 運輸省
申「安全と環境に配慮した今後の自動車交通政策のあり方に 済 （措置） の一部を改正す

ついて（第一次答申）」（平成10年12月10日）を踏まえ、点 る法律

検間隔の延長等、所要の措置を講ずる。

⑦登録手続の印鑑証 印鑑証明書の添付の簡素化について検討を行う。 11年度 12年度 5(3)⑦ 運輸省
明書の添付の簡素 （検討） （措置）

化

⑧自動車検査用機械 自動車検査用機械器具の検査の実施主体について、公正中 12年度 新規 運輸省

器具の検査 立に業務を実施できることが担保されることを前提に、一定 （結論） （6(1)i)②
の能力を有する民間（営利法人を含む。）に開放することを (u)に再

含めて指定基準の明確化について検討を行い、必要な措置を 掲）

講ずる。

⑨けん引自動車及び キャンピングトレーラーのレンタルでの利用に向け、キャ 12年中 新規 運輸省

被けん引自動車に ンピングトレーラーを予め登録した自動車以外のものでもけ （結論）

係る車検制度 ん引を可能とするために、個々の自動車に、その自動車がけ

ん引可能な車両の重量の上限を自動車製作者が表示するとい

う欧米型の方式を導入することの可否を含めて、キャンピン
グトレーラーの登録時の手続の簡素化について、直ちに検討

を開始し、遅くとも平成12年中には結論を得る。
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(4) 鉄道事業

実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①旅客鉄道事業に係 旅客鉄道事業に係る需給調整規制について、運輸政策審議 法案提出 措置済 鉄道事業法の一 5(4)① 運輸省
る需給調整規制 会の答申に基づき、平成11年度に廃止する。その際、退出規 済 12年３月 部を改正する法

制については、事業者の主体性を尊重した運用を行う。 １日 律

貨物鉄道事業に

係る需給調整規

制については、
国鉄改革の枠組

みの中で日本貨

物鉄道株式会社

の完全民営化等

経営の改善が図
られた段階で廃

止する。また、

貨物鉄道運賃に

係る規制につい

ては、その段階
で届出制へ移行

する（概ね３年

後目標）。

②鉄道事業者の認定 鉄道施設・車両の設計に関する業務の能力を認定された鉄 法案提出 措置済 ― 鉄道事業法の一 5(4)② 運輸省
道事業者は、鉄道事業に係る安全規制の認可申請等について 済 12年３月 部を改正する法 （6(1)i)②

、簡略化された手続によることができることとする。 １日 律 (v)に再

掲）
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(5) 海上運送事業等

実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①国内旅客船事業に 国内旅客船事業に係る需給調整規制の廃止後の環境整備方 法案提出 11年６月 12年10月 海上運送法の一 5(5)① 運輸省
係る需給調整規制 策等について、平成10年６月の運輸政策審議会の答申に基づ 済 （公布） （措置） 部を改正する法

き、生活航路の維持方策等を確立した上で、遅くとも平成13 律

年度までに需給調整規制を廃止する。

②貨物フェリーの事 平成10年６月の運輸政策審議会の答申を踏まえ、国内旅客 法案提出 11年６月 12年10月 海上運送法の一 5(5)② 運輸省
業区分及び需給調 船事業に係る需給調整規制の廃止の時期に併せて、貨物フェ 済 （公布） （措置） 部を改正する法

整規制の廃止等 リーに関する事業区分を廃止し、需給調整規制を廃止する。 律

また、これにより、内航ＲＯＲＯ船との競争条件を整備しつ

つ貨物フェリーの許可の調整措置を廃止する。

③内航海運業におけ (a) 内航海運業における船腹調整事業については、できる 措置済 ― ― 15年度の交付金 5(5)③ 運輸省

る船腹調整制度及 だけ短い一定期間を限って転廃業者の引当資格に対して日 10年５月 の単価見直しの (a) （1①(c)

び運賃協定 本内航海運組合総連合会が交付金を交付する等の内航海運 15日 際、事業収支を ・に再掲）

暫定措置事業を導入することにより、現在の船腹調整事業 勘案しつつ、で

を解消する。 きる限り単価を
低く抑える方向

で検討する。

(b) 内航タンカー運賃協定及び内航ケミカルタンカー運賃 措置済 ― ― 5(5)③ 運輸省

協定を廃止する。 11年３月 (b)
31日
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

④港湾運送事業に係 現行の事業免許制（需給調整規制）を廃止し許可制に、料 法案提出 12年中 第 147回国会に 5(5)④ 運輸省
る規制 金認可制を廃止し届出制にすべきであること、同時に港湾運 済 （主要９ 港湾運送事業法

送の安定化等を図るための各施策の実施及び検討が必要であ 港につい の一部を改正す

ること等を内容とする平成９年12月の行政改革委員会最終意 て先行実 る法律案を提

見の内容にしたがって、必要な措置を講ずる。 施） 出。 （運輸

このうち主要９港については、先行して12年中に規制緩和 省）港湾運送事
を実施すべきであることや港湾運送の安定化策を講ずるべき 業者間で港湾労

こと等を内容とする11年６月の運輸政策審議会答申に基づき 働者の融通が円

必要な措置を講ずる。 滑にできるよう

な新たな仕組み

については、12
年２月の中央職

業安定審議会答

申に基づき、必

要な措置を講ず
る。（第 147回

国会に港湾労働

法の一部を改正

する法律案を提

出） （労働
省）

⑤臨時船舶建造調整 商業的造船業における正常な競争条件に関する協定の発効 協定発効 5(5)⑤ 運輸省

法による船舶建造 後、可及的速やかに臨時船舶建造調整法の改廃を含む建造許 後可及的

に係る規制 可制度の抜本的見直しを行う。 速やかに

⑥強制水先の必要な 強制水先の必要な船舶の範囲について、神戸港、横浜区 10年7月 11年7月 12年度以 水先法施行令一 5(5)⑥ 運輸省

船舶の範囲 （横浜港・川崎港）に引き続き、港湾の輻輳状況や埠頭の整 （神戸 （横浜 降 部改正済

備等による状況の変化の見られる港域又は水域から、順次見 港） 区） （関門

直しを行い、必要な措置を講ずる。 区）
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

⑦日本船舶の要件の 取締役の全員が日本国民である会社でなければ日本船舶を 法案提出 措置済 ― 船舶法の一部を 5(5)⑦ 運輸省
見直し 所有できないこととしている現行の要件を緩和し、代表取締 済 11年６月 改正する法律

役の全員及び取締役の３分の２以上が日本国民であれば日本 18日

船舶を所有できることとする。

⑧船舶登記制度と船 申請人の負担軽減の観点から、船舶登記制度と船舶登録制 11年度 12年度 新規 法務省
舶登録制度の一元 度の実質的な一元化について検討を行い、その結果を踏ま （検討） （検討） 運輸省

化 え、所要の措置を講ずる。 （14⑱の再

掲）

(6) 船舶航行

実 施 予 定 時 期

事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①ＬＰＧ内航船の休 ＬＰＧ内航船の休日荷揚申請内容の変更を事後に容認する 措置済 ― ― 5(6)① 運輸省

日荷揚申請内容の ことにつき、安全性を確保できる範囲で、所要の措置を講ず 10年９月

事後変更 る。 18日

②タンカーの本邦初 (a) 安全対策確約書の一般配置図、タンク容量図及び火災配 措置済 ― ― 5(6)② 運輸省

入港時における安 置図の添付の義務づけを廃止する。 10年６月 (a)

全対策確約書 ４日

(b) ＩＳＭ（ＳＯＬＡＳ条約国際安全管理）コードの強制化 措置済 ― ― 5(6)② 運輸省

に伴い作成される安全管理マニュアルにおいて安全対策確 10年６月 (b)

約書に定めるべき事項をすべて定めた場合には、当該安全 ４日

管理マニュアルを提出すれば、安全対策確約書の提出は要

さないものとする。
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

③特定港における夜 特定港における夜間入港制限については、安全な航行に支 10年度 11年度 12年度 5(6)③ 運輸省
間入港制限の緩和 障がない船舶に対し、包括許可制度（一度港長の許可を受け （検討） （検討） （実施）

れば一定期間入港の度に許可を受けなくても済む制度）を導

入する。

④危険物積載タンク フェリー岸壁（Ａ岸壁）における危険物を積載したタンク 措置済 ― 5(6)④ 運輸省
ローリーのフェリ ローリーのフェリーへの積込・積卸し荷役の制限について、 11年８月

ーへの荷役制限 緩和措置を講ずる。 １日

⑤安全対策確約書の 東京湾に初入港する載貨重量トン26万トン以上の大型タン 措置済 ― 5(6)⑤ 運輸省

処理手続迅速化 カーに関する安全対策確約書の処理手続の迅速化を図る。 11年７月
２日

⑥浦賀水道航路航行 15万総トン以上の船舶のうち、ダブルハル構造の危険物積 措置済 ― 5(6)⑥ 運輸省

制限の見直し 載船及び非危険物積載船については、ラッシュ時の浦賀水道 12年３月
航路通航の制限を行わないこととする。 １日

⑦火薬類（コンテナ 火薬類（コンテナ貨物）の夜間荷役の可能性について所要 12年度 新規 運輸省

貨物）の夜間荷役 の検討を行う。 （検討）

⑧危険物積載船のレ 荷役以外の着桟状態におけるレーダーの使用制限について 12年度 新規 運輸省

ーダーの試運転 、ガス検定等により安全性が確認される場合は制限を緩和す （結論）

る方向で検討を行う。

⑨安全対策確約書の 液化ガスタンカー及び大型タンカーに係る安全対策確約書 12年度 新規 運輸省
手続 の手続について、これまでと同様の安全性を担保しつつ簡素 （検討）

化する可能性について検討を行う。
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(7) 船員

実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①文書等による船員 文書等による船員の募集に係る事前通報を廃止する。 措置済 ― ― 船員職業安定法 5(7)① 運輸省
の募集に係る事前 10年５月 及び船舶職員法

通報の廃止 27日 の一部を改正す

る法律

②日本籍船への日本 日本人船長・機関長２名配乗体制の確立のため、船舶職員 10年5月 措置済 ― 船員職業安定法 5(7)② 運輸省
人船長・機関長２ 法の一部改正を行ったところであり、今後はこれに基づき、 （法律改 11年５月 及び船舶職員法

名配乗体制 外国の資格証明書を受有する者に対する承認制度を実施す 正・公 20日 の一部を改正す

る。 布） る法律

③乗船履歴 履歴限定の解除に必要な乗船履歴及び海技従事者国家試験 措置済 ― ― 運輸省令 5(7)③ 運輸省
の受験に必要な乗船履歴について、平成10年２月の海上安全 11年２月

船員教育審議会の答申及び国際条約との整合性を踏まえつつ １日

検討を行い、短縮化する。

④外国人船員の船員 日本人船長・機関長２名配乗体制の確立のため、危険物等 措置済 ― 運輸省令 5(7)④ 運輸省
法関係資格取得の 取扱責任者等船員法関係資格について、外国人船員の資格取 11年７月

円滑化 得を円滑化するための見直しを行う。 15日

(8) 航空運送事業等

実 施 予 定 時 期

事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①国内航空運送事業 国内航空運送事業に係る需給調整規制について、平成10年 法案提出 措置済 ― 航空法の一部を ５(8)① 運輸省

に係る需給調整規 ４月の運輸政策審議会の答申に基づき、生活路線の維持・活 済 12年２月 改正する法律

制 性化方策、混雑空港における発着枠配分ルールの確立等の環 １日

境整備方策を確立した上で、平成11年度に廃止する。
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

②国内航空運送事業 国内航空運送事業に係る運賃制度については、需給調整規 法案提出 措置済 ― 航空法の一部を 5(8)② 運輸省
の運賃・料金規制 制の廃止に併せ、平成10年４月の運輸政策審議会の答申を踏 済 12年２月 改正する法律 （16①・に

まえ、事前届出制等に移行する。 １日 再掲）

③国際航空運送事業 国際航空運賃（ＩＴ運賃：包括旅行運賃）について、平成 措置済 ― ― 国際航空運賃 5(8)③ 運輸省
の運賃・料金規制 10年10月に幅運賃の下限を撤廃する方向で検討を行う。 10年10月 （ＩＴ運賃）の （16①・に

１日 運賃幅の下限を 再掲）

撤廃

④不定期航空輸送に コミューター航空（不定期航空運送事業のうち特定の二地 法案提出 措置済 ― 航空法の一部を 5(8)④ 運輸省
係る規制 点間において反復継続して行うもの）については、平成10年 済 12年２月 改正する法律

４月の運輸政策審議会の答申を踏まえ、コミューター航空会 １日

社の経営判断に基づいたネットワーク形成が行われるよう所

要の措置を講ずる。

⑤混雑空港の発着枠 混雑空港の発着枠の配分（発着枠の回収に伴う再配分を含 実施 12年度以 発着枠について 新規 運輸省

の配分方法 む。）について、規制改革についての第２次見解を踏まえ、 12年３月 降、継続 も、安全・環境

客観性と透明性をもった方法で行うこととし、評価項目や数 （羽田空 的に逐次 上の配慮を行い

値化手法を含む評価方式をできるだけ明確かつ具体的に設定 港） 実施 つつ、できるだ
する。 け増加させるよ

う努める。
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(9) 倉庫業

実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

○倉庫業に係る規制 (a) 倉庫業の参入許可制について、政府の規制を最小限にす 11年度 12年度 5(9)○ 運輸省
る方向で検討し、できるだけ速やかに結論を得る。 （検討） （結論） (a)

(b) 倉庫業の料金の事前届出制について、原価計算書の添付 11年度 12年度 5(9)○ 運輸省

の廃止、事後届出制その他のより自由な料金規制にする方 （検討） （結論） (b)

向で検討し、できるだけ速やかに結論を得る。

(10) その他

実 施 予 定 時 期

事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁
平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

①気象測器の検定 (a) 気象測器の検定の有効期間の延長について、個々の測器 措置済 ― ― 運輸省令 5(10)① 運輸省

の原理・構造等について平成９年度中に行った技術的検討 10年７月
に基づき、ガラス製温度計について現行の５年を10年にす １日

るなど、可能なものについて延長の措置を講ずる。

(b) 気象測器の検定については、一定の能力を有する民間 12年度 新規 運輸省

（ 営利法人を含む。）の検査を受けたものについて国の検 （結論） （6(1)i)②
査 を省略できる新制度の導入を図るとともに、現行の検定 (w)に再

の 実施方法について民間の負担軽減を図る観点から見直し 掲）

を 行う。

②廃油処理事業の需 廃油処理事業の需給調整規制を廃止する。 措置済 ― ― 海洋汚染及び海 5(10)② 運輸省
給調整規制 10年５月 上災害の防止に

27日 関する法律の一

部を改正する法

律
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実 施 予 定 時 期
事 項 名 措 置 内 容 備 考 当初計画 所管官庁

平成10年 平成11年 平成12年 との関係

度 度 度

③廃油処理事業の廃 (a) 民間の廃油処理事業者が廃油処理規程を定める 際の認 措置済 ― ― 海洋汚染及び海 5(10)③ 運輸省
油引受け条件に係 可制を届出制に改め、料金について定率又は定額をもって 10年５月 上災害の防止に (a)

る規制 定めなければならないとする基準を廃止する。 27日 関する法律の一

部を改正する法

律

(b) 民間の廃油処理事業者が廃油処理規程を変更する際の認 措置済 ― ― 海洋汚染及び海 5(10)③ 運輸省

可制を届出制に改め、料金について定率又は定額をもって 10年５月 上災害の防止に (b)

定めなければならないとする基準を廃止する。 27日 関する法律の一

部を改正する法

律

④廃油処理事業の廃 廃油処理事業者に対する廃油処理引受けの義務付けを廃止 措置済 ― ― 海洋汚染及び海 5(10)④ 運輸省

油処理引受義務 する。 10年５月 上災害の防止に

27日 関する法律の一
部を改正する法

律

⑭自動車損害賠償責 自賠責の政府再保険の廃止については、①被害者保護の充 12年度以 規制改革につい 新規 運輸省

任保険の政府再保 実、②政府保障事業の維持、③政府再保険の運用益を活用し 降 ての第２次見解
険 た政策のうち必要な事業の継続、④自動車ユーザー等へのメ を踏まえ、政府

リット、⑤合理的な範囲内のコストによる制度改正の５条件 再保険関係のほ

の実現の方向を確認した上で行う。 か、将来的に保

険会社間の競争

促進方策につい
ても検討する。

⑮エアサスペンショ エアサスペンション装備の車両の道路構造物に与える影響 12年度以 新規 運輸省

ン装備車の軸重制 について、自動車業界等との協力のもとで技術的検討を行い 降 建設省

限 、その結果を踏まえて、エアサスペンション装備の車両の軸 （早期に
重制限の緩和の可否について検討する。 技術的結

論）
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○ その他の措置済事項

事 項 名 措 置 内 容 実施時期 所管省庁

①連節バスの取扱 一般のバスでは対応ができないような輸送需要に対応する新たな輸送手段として期待される連節バス 平成10年11月 運輸省

について、一定の構造要件を定め、基準緩和自動車の認定の対象となるよう、所要の通達を改正した。 ６日

②小型船舶操縦士資格に係る欠格 船舶職員法の一部改正及び船舶職員法施行規則の一部改正により、小型船舶操縦士の免許について、 平成11年２月 運輸省

事由の緩和 従来欠格事由とされていた強度の色覚異常者のうち、航路標識の彩色等を識別できる者については、航 １日 （15(1)○

行時間を限定した上で、新たに免許を付与することとした。 その他の措

置済事項①

に再掲）

③海技従事者免許に係る年齢要件 船舶職員法の一部改正及び船舶職員法施行規則の一部改正により、海技従事者免許に係る欠格事由の 平成11年２月 運輸省

及び海技従事者国家試験に係る うち、従来20歳以上とされていた海技士（航海）及び海技士（機関）等の年齢要件を18歳以上に緩和 １日 （15(1)○

受験資格としての年齢要件の緩 し、これに併せて、海技従事者国家試験に係る受験資格としての年齢要件を19歳９月以上から17歳９月 その他の措

和 以上に緩和した。 置済事項②

に再掲）

④航海実歴認定制度に関する申請 水先法（強制水先制度）における航海実歴認定の申請の際に地方運輸局長等に提出する認定申請書及 平成11年２月 運輸省

手続の統一化 び航海実歴書の記載事項を証明する書類の添付について、その運用の統一化・簡素化の方針の更なる周 ５日

知・励行を図るため、各地方運輸局等に対して指導を徹底した。

⑤ＩＳＯタンクコンテナの取扱 最大限に積載したＩＳＯ規格の20フィートタンクコンテナについて、基準緩和自動車の認定の申請の 平成11年２月 運輸省

対象とするよう、所要の通達を改正した。 23日

⑥液化ガスタンカーに対する「海 大型液化ガスタンカーについて、平成９年７月の船舶安全法施行規則の一部改正により、事故発生時 平成11年３月 運輸省

上防災マニュアル」の保持義務 の対策等が記載された「安全管理手引書」の備え付けが義務付けられたことから、「安全管理手引書」 25日

の廃止 に記載されている内容等を勘案し、液化ガスタンカーの「海上防災マニュアル」を廃止した。

⑦海技従事者国家試験における受 船舶職員法の一部改正及び船舶職員法施行規則の一部改正により、機関限定のない海技士（機関）の 平成11年４月 運輸省

験科目の一部免除等受験者負担 資格について海技従事者国家試験を受ける者が、すでに機関限定をした海技士（機関）の資格の海技従 １日 （15(1)○

の軽減化 事者である場合には、新たに学科試験の科目を一部免除すること、海技士（航海）又は海技士（機関） その他の措

の資格の試験と海技士（電子通信）の資格の試験について同時に受験することを新たに認めること等、 置済事項③

海技従事者国家試験の合理化、受験者負担の軽減を図った。 に再掲）
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⑧索道事業の運賃規則 鉄道事業法施行規則の一部改正により、遊園地等の敷地内において旅客を運送する普通索道について 平成12年３月 運輸省

も運賃の設定・変更の届出を不要とすることとした。 １日

⑨停止表示器材 ＵＮ／ＥＣＥ規則Ｎｏ．２７に適合する停止表示器材がすべて日本国内で使用可能となるよう、所要 平成12年３月 警察庁

の府省令改正を行った（道路交通法施行規則の一部を改正する総理府令、道路運送車両の保安基準等の 31日

一部を改正する省令）。 平成12年３月 運輸省

31日


